
地方自治法（抄）

(契約の履行の確保)

第二百三十四条の二　普通地方公共団体が工事若しくは製造その他についての請負契約又

は物件の買入れその他の契約を締結した場合においては、当該普通地方公共団体の職員

は、政令の定めるところにより、契約の適正な履行を確保するため又はその受ける給付

の完了の確認(給付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合において行なう工事若

しくは製造の既済部分又は物件の既納部分の確認を含む。)をするため必要な監督又は検

査をしなければならない。

２　普通地方公共団体が契約の相手方をして契約保証金を納付させた場合において、契約

の相手方が契約上の義務を履行しないときは、その契約保証金(政令の定めるところによ

りその納付に代えて提供された担保を含む。)は、当該普通地方公共団体に帰属するもの

とする。ただし、損害の賠償又は違約金について契約で別段の定めをしたときは、その

定めたところによるものとする。

地方自治法施行令（抄）

(監督又は検査の方法)

第百六十七条の十五　地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督は、立会い、

指示その他の方法によつて行なわなければならない。

２　地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による検査は、契約書、仕様書及び設計

書その他の関係書類に基づいて行なわなければならない。

３　普通地方公共団体の長は、地方自治法第二百三十四条の二第一項に規定する契約につ

いて、契約の目的たる物件の給付の完了後相当の期間内に当該物件につき破損、変質、

性能の低下その他の事故が生じたときは、取替え、補修その他必要な措置を講ずる旨の

特約があり、当該給付の内容が担保されると認められるときは、同項の規定による検査

の一部を省略することができる。

４　普通地方公共団体の長は、地方自治法第二百三十四条の二第一項に規定する契約につ

いて、特に専門的な知識又は技能を必要とすることその他の理由により当該普通地方公

共団体の職員によつて監督又は検査を行なうことが困難であり、又は適当でないと認め

られるときは、当該普通地方公共団体の職員以外の者に委託して当該監督又は検査を行

なわせることができる。


